
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

２．消費者行政決算及び今年度の基金取崩し額
（単位：千円）

1,426 1,426

消費者行政決算総額 346,193

合計

3,926

（11）一元化相談窓口緊急整備事業 －

（８）消費者教育・啓発活性化事業 2,969 11,322 14,291

－

（９）商品テスト強化事業 9,388 － 9,388

（10）地方苦情処理委員会活性化事業

－ － －

6,161

28,430 28,257 56,687

2,235

－ －

635 1,853

5,328 419 5,747

－ － －

都道府県 市町村 合計

5,601 12,092 17,693

－ 128 128

都道府県決算

（12）消費者行政活性化オリジナル事業

（５）消費生活相談窓口高度化事業

－ － －

1,218

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

172,973

173,220

56,687

16%

（６）広域的消費生活相談機能強化事業

（７）食品表示・安全機能強化事業

（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

（３）消費生活相談員養成事業

（２）消費生活相談スタートアップ事業

（１）消費生活センター機能強化事業

事業名

別　紙



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人 人時間／年 千円

人 人時間／年 千円

事業実施自治体

向日市、京田辺市、木津川市、大山崎町、相楽郡広域事務組合

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

自治体参加型

法人募集型

人

人日

管内全体の研修参加・受入（実績）

人人

人日

人

人日

人日

県

管内市町村 8 782 1,426

対象人員数 追加的総費用追加的総業務量（総時間）



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

相談員養成講座、くらしの安心推進員スキルアップ

くらしの安心・安全推進本部設立

18

4,552 3,853 4,552 3,853

33,477

55 55

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化） 2,465 18

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業者処分に係るリーガルチェック

55 55

45,367

府内の相談員・職員を対象としたレベルアップ研修(市町村担当者研修、苦情処理研究
会)の開催

5,566

554 554554

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

事業計画

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

事業（実績）の概要

府センター・振興局の相談員・職員の国民生活センター等主催への参加支援

府・市町村の職員や相談員と弁護士で構成する消費者あんしんチームを結成し、困難な
消費生活相談を迅速に解決

12,186 10,410

⑦消費生活相談窓口高度化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

764

あんしんチーム発足を受けて、センターにあっせん室や書庫の整備、指導強化のための
公用車購入、振興局ではホットライン開設に併せた専用電話開設や出前講座用のプロ
ジェクター等を整備

デジタルマイクロスコープ・分光色測計・デジタル糖度計・紫外線ライト購入9,388 9,388

2,465

28,430

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

合計

5,178

9,388

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

664

くらしの安心・安全推進月間(10月)に啓発事業を集中実施(リーフレット等の作成、啓発講
座、街頭啓発等)。大学と共同して若者向け情報サイトの研究実施

10,225

5,601

2,969

9,388

5,178 2,969

554

764

10,225 5,328

事業の実績

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

12,186

45,367

664



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

知事をトップとする｢京都府くらしの安心・安全推進本部｣を設
立し、消費者事故情報の通知に関する研修を実施

実績

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化） 謝金 弁護士に依頼し、事業者指導前のリーガルチェック実施(1回)

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 養成講座委託料、講師謝金、講師旅費、会場借料、資料作成費
消費生活相談養成講座の実施(2箇所・延べ21日間・参加者
56人)、新規のくらしの安心推進養成講座及び既存の推進員
のスキルアップ研修を外部講師を招いて実施

実施形態

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化） 講師謝金、講師旅費、会場借料、資料作成費

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業

商品テスト機器の購入

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

法人募集型

研修参加・受入要望

人日年間研修総日数

⑧食品表示・安全機能強化事業

事業計画

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

実地研修受入人数 人実地研修受入希望人数 人

年間研修総日数 人日

人

人日

研修参加・受入

年間研修総日数

参加者数

自治体参加型

参加希望者数 人

年間研修総日数 人日

事業強化・機能強化の成果

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

講師謝金、講師旅費、会場借料、教材・資料作成費

事業名

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

旅費、研修費、教材費

弁護士会委託料(弁護士相談・弁護士によるあっせん案の提示)

国民生活センター研修等への参加(22回・88人日)

消費者あんしんチームによる消費生活相談の迅速な解決
(ホットラインによる助言・98件、弁護士相談・145回・302件、
あっせん会議4件)

マイクロスコープ(高倍率・データ保存・暗視野検査可能)・分
光色測計購入。出前講座用デジタル糖度計・紫外線ライト購
入

広告物企画・印刷費、講師謝金、講師旅費、会場借料、教材・資料作成費、
研究委託料

事務所改修費、機材・事務用機器の設置費、執務参考資料購入等

市町村相談員・担当職員(基礎・現任)研修(2回・65人)、苦情
処理研究会に外部講師招聘(1回・1人)

推進月間に消費者団体と共催で、府内各地で啓発講座等を
開催(消費者力パワーアップセミナー・産業祭での啓発劇・ミ
ニ講座)。広域振興局や福祉団体等を連携して街頭啓発実
施。大学と｢消費生活情報発信サイト構築に関する共同研究｣
実施

府センター：あっせん室・書庫新設工事、公用車・図書購入、
広域振興局：相談専用電話開設、パソコン・プロジェクター・図
書購入

対象経費（実績）



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

福知山市、宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町

京都市、城陽市、八幡市

亀岡市、向日市、京田辺市、相楽郡広域事務組合

京都市、福知山市、宮津市、亀岡市、向日市、京田辺市、伊根
町、与謝野町、相楽郡広域事務組合

京都市、福知山市、舞鶴市、宇治市、宮津市、亀岡市、向日
市、八幡市、京田辺市、京丹後市、与謝野町

京都市

向日市、京田辺市、木津川市、大山崎町、相楽郡広域事務組
合

2,240 2,2352,240

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑬消費者教育・啓発活性化事業

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

合計

635

128108

11,322

5,505

6,587

128

419

14,401

28,257

1,528

108

959 1,169

797

11,43113,047

3,124

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

7,799

1,542

2,235

事業名

①消費生活センター機能強化事業（新設）

実施市町村

3,112 1,426

31,55045,158 40,539

1,150京都市

7,181

1,439

14,416 14,415

6,091

6,587



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の基金取崩し実績額

　

　

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他） ｢京都くらしのフォーラム(仮称)｣企画委員会の立ち上げ、チラシ印刷

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

交付金相当分

積増し相当分

うち都道府県

28,257

0 千円

事業名

⑫食品表示・安全機能強化事業

千円うち管内の市町村合計

①消費生活センター機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

56,687

28,430

千円

千円

うち都道府県の基金

うち管内の市町村の基金計

千円

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

千円

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑬消費者教育・啓発活性化事業

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

事業・機能強化の成果の概要

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充） 参考図書購入

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 相談員・相談担当職員の国民生活センター等への研修参加支援

⑨消費生活相談窓口高度化事業 消費者サポートチーム事業(弁護士による相談支援)

啓発動画作成・配信、リーフレット・啓発物品作成、消費者力検定受験対策講座・出前講座・消費生活セミナー開催等

案内看板設置、パソコン購入、ホットライン用電話設置等

相談員の新規配置、相談日数の増、出張相談開始

センター執務室新設工事・備品購入、相談スペース整備等



11．消費者行政決算

12．基金の管理（実績）

13．都道府県の消費生活相談窓口

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

-

③都道府県全体の消費者行政決算総額

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

- 千円 -

千円

千円 -

- 千円 0 千円 - 千円

千円

- 千円 -うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当 - 千円

①都道府県の消費者行政決算

相談員総数平成20年度末 相談員総数

人 21年度末実績 相談員総数

人

うち常勤職員の相談員

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員 人 21年度末実績

平成20年度末 相談員総数 19 人

人

21年度末実績 相談員総数 19 人

千円

相談員総数 19人 21年度末実績

0 千円

千円

千円

300,000 千円

56,687 千円

千円

464,461 千円

平成20年度 平成21年度

15,923 千円

チェック項目

-

16%

-

-

16%

-

-

千円

22,117 千円

72,610 千円

- 千円

-

150,737 千円 172,973

千円 173,220

千円

千円

千円

△ 6,194

122,846 144,963

150,737 千円

122,846

16%

千円

50,374 千円

-

28,430 千円

前年度差

22,236 千円

- 千円

人

千円

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費 144,543

-

平成20年度末 相談員総数 19

平成21年度の基金取崩し額（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（積増し相当分）

平成20末の基金残高（交付金相当分）

平成21年度の基金取崩し額（交付金相当分）

平成21年度の基金運用収入（積増し相当分）

平成21年度末の基金残高（交付金相当分）

設置当初の基金残高（積増し相当分）

平成20年度末の基金残高（積増し相当分）

平成21年度の基金運用収入（交付金相当分）

273,583

千円

- 千円28,257

0 千円

消費生活相談員の配置

千円

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

平成20年度末 相談員総数

設置当初の基金残高（交付金相当分）

千円

千円 346,193

-

千円273,583 千円 289,506

千円

千円 56,687

300,000

1,148



14．平成21年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

15．管内市町村の消費生活相談窓口

16．平成21年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

相談員総数 8

20 人

人

消費生活相談員の配置

人 21年度末実績 相談員総数 8うち委託先職員等の相談員 平成20年度末

相談員総数 4 人

うち非常勤の相談員 平成20年度末 相談員総数 18 人 21年度末実績 相談員総数

うち常勤職員の相談員 平成20年度末 相談員総数 4 人 21年度末実績

処遇改善の取組 具体的内容

①報酬の向上 ○ 平成２１年１０月から相談員(有資格者)の月額報酬を２２，６００円増額

平成20年度末 相談員総数 30

京都市：相談員への研修参加支援回数を増やす。
宇治市：国民生活センターでの基礎研修会に1名参加。
亀岡市：府開催の研修参加のための旅費を支援。
向日市：国民生活センター等主催の研修参加を支援する。
八幡市：国民生活センター開催の研修会に年1回参加
京田辺市：研修や会議出席費用を予算に盛り込む。1回４，５００円で月2回×12月まで。

人

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

①報酬の向上

人 21年度末実績 相談員総数 32

京都市：相談業務に必要な情報機器や、執務参考資料・図書等の充実を図る。
向日市：機材・事務用機器、執務参考資料等を配備し、相談窓口を整備する。
京田辺市：会議室で行っていた相談窓口を専用の相談スペースを設ける。専用のパソコンを設置し、インターネットの接続も可能にする。

④その他

②研修参加支援

城陽市：平成22年度予算要求に向けて、近隣の状況調査のうえ検討中。
京田辺市：任意で出勤していた2人で打ち合わせする分の報酬を新たに予算に計上した。

④その他 木津川市：相談員新規配置(平成21年5月～平成22年2名雇用週1回1人体制)。平成22年3月からは相楽消費生活センターで消費生活相談を実施する。

②研修参加支援 ○

③就労環境の向上

国民生活センター等が主催する研修会に、全相談員が１回以上参加支援するなど
研修機会の拡充に努める

事務用備品整備(デスクアンダーラック・帳簿立て)

③就労環境の向上

○


